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１　市長 児童福祉法
（昭和２２
年法律第１
６４号）

⑴　児童福祉法第１９条の２第１項
の規定による小児慢性特定疾病医療
費の支給の申請に係る事実について
の審査に関する事務

当該申請に係る小児慢性特定疾病児童等、小児
慢性特定疾病児童の保護者（児童福祉法第６条
に規定する保護者をいう。以下この項において
同じ。）又は医療費支給認定基準世帯員に係る
次に掲げる情報
ア　医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関
する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「高
齢者医療確保法」という。）による保険給付の
資格者等に関する情報
イ　生活保護関係情報
ウ　外国人生活保護実施関係情報
エ　中国残留邦人等支援給付関係情報
オ　市町村民税情報

⑵　児童福祉法第１９条の３第３項
の医療費支給認定の申請に係る事実
についての審査に関する事務

当該申請に係る小児慢性特定疾病児童等、小児
慢性特定疾病児童の保護者又は医療費支給認定
基準世帯員に係る外国人生活保護実施関係情報

⑶　児童福祉法第１９条の５第２項
の医療費支給認定の変更の認定に関
する事務

当該変更の認定に係る小児慢性特定疾病児童等
又は医療費支給認定基準世帯員に係る外国人生
活保護実施関係情報

⑺　児童福祉法第２１条の５の８第
２項の通所給付決定の変更に関する
事務

当該変更に係る障害児に係る次に掲げる情報
療育手帳情報

⑷　児童福祉法施行規則（昭和２３
年厚生省令第１１号）第７条の９第
３項の申請内容の変更の届出に係る
事実についての審査に関する事務

当該届出に係る小児慢性特定疾病児童等、小児
慢性特定疾病児童の保護者（児童福祉法第１９
条の３第７項の医療費支給認定保護者である場
合に限る。）又は医療費支給認定基準世帯員に
係る次に掲げる情報
ア　医療保険各法又は高齢者医療確保法による
保険給付の資格者等に関する情報
イ　生活保護実施関係情報
ウ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　市町村民税情報

⑸　児童福祉法第２１条の５の３第
１項の障害児通所給付費又は同法第
２１条の５の４第１項の特例障害児
通所給付費の支給の申請に係る事実
についての審査に関する事務

当該申請に係る障害児又はその保護者若しくは
当該保護者と同一の世帯に属する者に係る次に
掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

⑹　児童福祉法第２１条の５の６第
１項の通所給付決定の申請の受理、
その申請に係る事実についての審査
又はその申請に対する応答に関する
事務

当該支給に係る障害児又はその保護者に係る次
に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　市町村民税情報



１　市長 児童福祉法
（昭和２２
年法律第１
６４号）

⑻　児童福祉法第２１条の５の９第
１項の通所給付決定の取消しに関す
る事務

当該決定に係る障害児に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　自立支援給付関係情報
エ　療育手帳情報
オ　指定難病要支援者証明情報

⑼　児童福祉法第２１条の５の１２
第１項の高額障害児通所給付費の支
給の申請に係る事実についての審査
に関する事務

当該支給に係る障害児又はその保護者に係る次
に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　自立支援給付関係情報
エ　療育手帳情報
オ　指定難病要支援者証明情報
カ　生活保護実施関係情報
キ　外国人生活保護実施関係情報
ク　中国残留邦人等支援関係情報
ケ　市町村民税情報

⑽　児童福祉法第２１条の５の２９
の肢体不自由児通所医療費の支給に
関する事務

当該支給に係る障害児又はその保護者に係る次
に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　自立支援給付関係情報
エ　療育手帳情報
オ　指定難病要支援者証明情報
カ　生活保護実施関係情報
キ　外国人生活保護実施関係情報
ク　中国残留邦人等支援関係情報
ケ　市町村民税情報

⑾　児童福祉法第２１条の５の３１
の肢体不自由児通所医療費の支給の
調整に関する事務

当該調整に係る肢体不自由児通所医療を受けた
障害児又はその保護者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　自立支援給付関係情報
エ　療育手帳情報
オ　指定難病要支援者証明情報
カ　生活保護実施関係情報
キ　外国人生活保護実施関係情報
ク　中国残留邦人等支援関係情報
ケ　市町村民税情報

⑿　児童福祉法第２１条の６の障害
福祉サービスの提供に関する事務

当該障害福祉サービスが提供される障害児又は
当該障害児と同一の世帯に属する者に係る次に
掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　指定難病要支援者証明情報
ウ　外国人生活保護実施関係情報



１　市長 児童福祉法
（昭和２２
年法律第１
６４号）

⒀　児童福祉法第２４条の２６第１
項の障害児相談支援給付費の支給に
関する事務

当該支給に係る障害児又はその保護者に係る次
に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　自立支援給付関係情報
エ　療育手帳情報
オ　指定難病要支援者証明情報

⒁　児童福祉法第２４条の２７第１
項の特例障害児相談支援給付費の支
給の申請に係る事実についての審査
に関する事務

当該申請に係る障害児に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　自立支援給付関係情報
エ　療育手帳情報
オ　指定難病要支援者証明情報

⒂　児童福祉法施行規則（昭和２３
年厚生省令第１１号）第１８条の６
第７項の申請内容の変更の届出に係
る事実についての審査に関する事務

当該届出に係る障害児又は障害児の保護者若し
くは当該保護者と同一の世帯に属する者に係る
外国人生活保護実施関係情報

⒃　児童福祉法第５６条第２項の費
用の徴収に関する事務（同法第５０
条第６号及び第６号の２並びに第５
１条第３号に係る部分に限る。）

児童福祉法第２２条第２項に規定する助産の実
施に係る妊産婦（同法第５条に規定する妊産婦
をいう。）又はその扶養義務者（民法（明治２
９年法律第８９号）に定める扶養義務者をい
う。以下同じ。）に係る次に掲げる情報
ア　外国人生活保護実施関係情報
イ　出産育児一時金支給関係情報

⒄　児童福祉法第５６条第２項の費
用の徴収に関する事務（同法第５０
条第６号及び第６号の２並びに第５
１条第３号に係る部分に限る。）

児童福祉法第２３条第２項に規定する母子保護
の実施に係る児童（同法第４条第１項に規定す
る児童をいう。）又はその扶養義務者に係る外
国人生活保護実施関係情報

２　市長 身体障害者
福祉法（昭
和２４年法
律第２８３
号）

⑴　身体障害者福祉法第１８条第１
項の障害福祉サービスの提供に関す
る事務

当該障害福祉サービスが提供される身体障害者
に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　指定難病要支援者証明情報

⑵　身体障害者福祉法第１８条第２
項の障害者支援施設等への入所等の
措置に関する事務

当該措置に係る身体障害者に係る次に掲げる情
報
ア　療育手帳情報
イ　指定難病要支援者証明情報

⑶　身体障害者福祉法第３８条第１
項の費用の徴収に関する事務

当該費用の徴収に係る身体障害者又は当該身体
障害者と同一の世帯に属する者に係る外国人生
活保護実施関係情報



⑷　生活保護法第２６条の保護の停
止又は廃止に関する事務

要保護者等に係る固定資産税等情報

⑸　生活保護法第６３条の保護に要
する費用の返還に関する事務

要保護者等に係る固定資産税等情報

⑹　生活保護法第７７条第１項又は
第７８条第１項から第３項までの徴
収金の徴収（同法第７８条の２第１
項又は第２項の徴収金の徴収を含
む。）に関する事務

要保護者等に係る固定資産税等情報

３　市長 生活保護法
（昭和２５
年法律第１
４４号）

⑴　生活保護法第１９条第１項の保
護の実施に関する事務

生活保護法第６条第２項の要保護者又は同条第
１項の被保護者であった者（以下この項におい
て「要保護者等」という。）に係る固定資産税
等情報

⑵　生活保護法第２４条第１項の保
護の開始又は同条第９項の保護の変
更の申請に係る事実についての審査
に関する事務

要保護者等に係る固定資産税等情報

⑶　生活保護法第２５条第１項の職
権による保護の開始又は同条第２項
の職権による保護の変更に関する事
務

要保護者等に係る固定資産税等情報

４　市長 地方税法
（昭和２５
年法律第２
２６号）

⑴　地方税法第２４条第１項第１号
に掲げる者に対する道府県民税又は
同法第２９４条第１項第１号に掲げ
る者に対する市町村民税の課税に関
する事務

納税義務者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　生活保護実施関係情報
エ　外国人生活保護実施関係情報
オ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
カ　国民健康保険料情報
キ　高齢者医療保険料情報
ク　介護保険料情報

⑵　地方税法第２４条第１項第２号
に掲げる者に対する道府県民税又は
同法第２９４条第１項第２号に掲げ
る者に対する市町村民税の課税に関
する事務

納税義務者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
キ　国民健康保険料情報
ク　高齢者医療保険料情報
ケ　介護保険料情報



４　市長 地方税法
（昭和２５
年法律第２
２６号）

⑶　地方税法第２４条第１項第１号
に掲げる者に対する道府県民税又は
同法第２９４条第１項第１号に掲げ
る者に対する市町村民税の課税に関
する事務

納税義務者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　生活保護実施関係情報
エ　外国人生活保護実施関係情報
オ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
カ　国民健康保険料情報
キ　高齢者医療保険料情報
ク　介護保険料情報

⑷　地方税法第２４条の５第３項及
び第２９５条第３項の均等割の非課
税措置、同法第３４条第１項第６号
及び第３項並びに第３１４条の２第
１項第６号及び第３項の障害者控
除、同法第３４条第１項第８号及び
第３１４条の２第１項第８号の寡婦
控除、同法第３４条第１項第８号の
２及び第３１４条の２第１項第８号
の２のひとり親控除、同法第３４条
第１項第１０号及び第３１４条の２
第１項第１０号の配偶者控除、同法
第３４条第１項第１０号の２及び第
３１４条の２第１項第１０号の２の
配偶者特別控除、同法第３４条第１
項第１１号及び第４項並びに第３１
４条の２第１項第１１号及び第４項
の扶養控除、同法第３１１条の均等
割の税率の軽減、同法附則第３条の
３第１項、第２項、第４項若しくは
第５項の所得割の非課税措置等、租
税特別措置法（昭和３２年法律第２
６号）第４１条の３の１１第１項の
所得金額調整控除又は森林環境税及
び森林環境譲与税に関する法律（平
成３１年法律第３号）第４条第１項
第３号の森林環境税の非課税措置の
適用に関する事務

納税義務者又は当該納税義務者の配偶者、扶養
親族若しくは当該納税義務者と生計を一にする
子（他の者の同一生計配偶者又は扶養親族とさ
れている者を除く。）に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
キ　国民健康保険料情報
ク　高齢者医療保険料情報
ケ　介護保険料情報

地方税法第３４条第１項第６号及び
第３項並びに第３１４条の２第１項
第６号及び第３項の障害者控除又は
租税特別措置法第４１条の３の１１
第１項の所得金額調整控除の適用に
関する事務

納税義務者又は当該納税義務者の同一生計配偶
者若しくは扶養親族に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　生活保護実施関係情報
ウ　外国人生活保護実施関係情報
エ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
オ　国民健康保険料情報
カ　高齢者医療保険料情報
キ　介護保険料情報



４　市長 地方税法
（昭和２５
年法律第２
２６号）

⑺　地方税法附則第１５条の９第４
項の住宅バリアフリー改修に対する
固定資産税の減額に関する事務

納税義務者に係る次に掲げる情報
ア　住宅改修費支給実績情報
イ　住宅改修費支給額情報

⑻　地方税法第４６３条の２３の種
別割の減免に関する事務及び地方税
法等の一部を改正する等の法律（平
成２８年法律第１３号）附則第２０
条第３項の規定によりなお従前の例
によることとされた同法第２条の規
定による改正前の地方税法第４５４
条の軽自動車税の減免に関する事務

納税義務者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　国民健康保険料情報
オ　高齢者医療保険料情報
カ　介護保険料情報

⑴　公営住宅法第１６条第1項若し
くは第４項又は第２８条第２項若し
くは第４項の家賃の決定に関する事
務

当該決定に係る公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　生活保護実施関係情報
ウ　外国人生活保護実施関係情報

⑵　公営住宅法第１６条第５項（同
法第２８条第３項及び第５項並びに
第２９条第９項において準用する場
合を含む。）の家賃若しくは金銭又
は同法第１８条第２項の敷金の減免
の申請に係る事実についての審査に
関する事務

当該申請をした公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

地方税法第３４条第１項第８号及び
第３１４条の２第１項第８号の寡婦
控除又は同法第３４条第１項第８号
の２及び第３１４条の２第１項第８
号の２のひとり親控除の適用に関す
る事務

納税義務者又は当該納税義務者と同一の世帯に
属する者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
キ　国民健康保険料情報
ク　高齢者医療保険料情報
ケ　介護保険料情報

⑸　地方税法第３２３条の市町村民
税の減免又は森林環境税及び森林環
境譲与税に関する法律第１１条第２
号の森林環境税の免除に関する事務

納税義務者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　外国人生活保護実施関係情報
オ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報

⑹　地方税法第３６７条の固定資産
税の減免に関する事務

納税義務者に係る外国人生活保護実施関係情報

５　市長 公営住宅法
（昭和２６
年法律第１
９３号）



⑺　公営住宅法第２７条第６項の事
業主体の承認の申請に係る事実につ
いての審査に関する事務

当該申請に係る公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

⑻　公営住宅法第２９条第１項の明
渡しの請求に関する事務

当該請求に係る公営住宅の入居者又はその同居
者に係る療育手帳情報

⑶　公営住宅法第１８条第１項の敷
金の徴収に関する事務

当該徴収に係る公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　市町村民税情報

⑷　公営住宅法第１９条（同法第２
８条第３項及び第５項並びに第２９
条第９項において準用する場合を含
む。）の家賃、敷金又は金銭の徴収
猶予の申請に係る事実についての審
査に関する事務

当該申請をした公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

⑸　公営住宅法第２５条第１項の入
居の申込みに係る事実についての審
査に関する事務

当該申込みをした者又はその者と同居しようと
する者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

５　市長 公営住宅法
（昭和２６
年法律第１
９３号）

⑼　公営住宅法第２９条第６項の家
賃の決定又は同条第７項の金銭の徴
収に関する事務

当該決定又は金銭の徴収に係る公営住宅の入居
者又はその同居者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　市町村民税情報

⑽　公営住宅法第２９条第８項の明
渡しに係る期限の延長の申出に係る
事実についての審査に関する事務

当該申出をした公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　市町村民税情報

⑾　公営住宅法第３２条第１項の明
渡しの請求に関する事務

当該請求に係る公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　外国人生活保護実施関係情報
イ　市町村民税情報

⑹　公営住宅法第２７条第５項の事
業主体の承認の申請に係る事実につ
いての審査に関する事務

当該申請をした公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報



⑿　公営住宅法第３４条の収入状況
の報告の請求等に関する事務

当該請求に係る公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　市町村民税情報

⒀　公営住宅法第４８条の条例で定
める事項に関する事務

当該事項に係る公営住宅の入居者若しくはその
同居者、公営住宅法第２５条第１項の入居の申
込みをした者若しくはその者と同居しようとす
る者又は同法第２７条第５項の規定により同居
させようとする者に係る次に掲げる情報
ア　外国人生活保護実施関係情報
イ　市町村民税情報

６　市長 国民健康保
険法（昭和
３３年法律
第１９２
号）

⑴　国民健康保険法施行規則第２条
第１項、第３条、第４条第１項、第
１１条、第１２条又は第１３条第１
項（第４条第２項及び第１１条を除
き、これらの規定を同令第２０条に
おいて読み替えて準用する場合を含
む。）の届出に係る事実についての
審査に関する事務

当該届出を行う者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る外国人生活保護実施関係情報

⑵　国民健康保険法第７７条及び尼
崎市国民健康保険条例（昭和３４年
尼崎市条例第８号）第２２条の保険
料の減免等に関する事務

当該保険料の減免等に係る者又は当該者と同一
の世帯に属する者に係る市町村民税情報

５　市長 公営住宅法
（昭和２６
年法律第１
９３号）

⑶　国民健康保険法施行令（昭和３
３年政令第１９３号）第２９条の１
３第１号の特別徴収の対象とならな
い被保険者である世帯主の判定に関
する事務

当該事務の判定に係る世帯主又は同一世帯に属
する者に係る介護保険料情報

⑷　国民健康保険法第８２条第１項
又は第９項の保健事業の実施に関す
る事務

当該事業の対象となる者に係る市町村民税情報

７　市長 知的障害者
福祉法（昭
和３５年法
律第３７
号）

⑴　知的障害者福祉法第１５条の４
の障害福祉サービスの提供に関する
事務

当該障害福祉サービスが提供される知的障害者
に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　指定難病要支援者証明情報

⑵　知的障害者福祉法第１６条第１
第２号の障害者支援施設等への入所
等の措置に関する事務

当該措置に係る知的障害者に係る次に掲げる情
報
ア　療育手帳情報
イ　指定難病要支援者証明情報

⑶　知的障害者福祉法第２７条の費
用の徴収に関する事務

当該費用の徴収に係る知的障害者又は当該知的
障害者と同一の世帯に属する者に係る外国人生
活保護実施関係情報



８　市長 住宅地区改
良法（昭和
３５年法律
第８４号）

⑴　住宅地区改良法第２９条第１項
において準用する公営住宅法第１８
条第２項の敷金の減免の申請に係る
事実についての審査に関する事務

当該申請をした改良住宅の入居者又はその同居
者に係る
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

⑷　住宅地区改良法第２９条第１項
において準用する公営住宅法第３２
条第１項の明渡しの請求に関する事
務

当該請求に係る改良住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　外国人生活保護実施関係情報
イ　市町村民税情報

⑸　住宅地区改良法第２９条第１項
において準用する公営住宅法第４８
条の条例で定める事項に関する事務

入居の申込みをした者若しくはその者と同居し
ようとする者又は改良住宅の入居者と同居しよ
うとする者に係る次に掲げる情報
ア　外国人生活保護実施関係情報
イ　市町村民税情報

⑵　住宅地区改良法第２９条第１項
において準用する公営住宅法第１９
条の家賃又は敷金の徴収猶予の申請
に係る事実についての審査に関する
事務

当該申請をした改良住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

⑶　住宅地区改良法第２９条第１項
において準用する公営住宅法第２５
条第１項の入居の申込みに係る事実
についての審査に関する事務

当該申込みをした者又はその者と同居しようと
する者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

⑹　住宅地区改良法第２９条第３項
の規定によりその例によることとさ
れる公営住宅法の一部を改正する法
律（平成８年法律第５５号）の規定
による改正前の公営住宅法（以下こ
の項において「旧公営住宅法」とい
う。）第１２条第１項の家賃の決定
に関する事務

当該決定に係る改良住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　生活保護実施関係情報
ウ　外国人生活保護実施関係情報

⑺　住宅地区改良法第２９条第３項
の規定によりその例によることとさ
れる旧公営住宅法第１２条第２項
（旧公営住宅法第２１条の２第３項
において準用する場合を含む。）の
家賃又は割増賃料の減免の申請に係
る事実についての審査に関する事務

当該申請をした改良住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

⑻　住宅地区改良法第２９条第３項
の規定によりその例によることとさ
れる旧公営住宅法第２１条の２第２
項の割増賃料の徴収に関する事務

当該徴収に係る改良住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報



８　市長 住宅地区改
良法（昭和
３５年法律
第８４号）

⑼　住宅地区改良法第２９条第３項
の規定によりその例によることとさ
れる旧公営住宅法第２１条の２第３
項において準用する旧公営住宅法第
１３条の２の割増賃料の徴収猶予の
申請に係る事実についての審査に関
する事務

当該申請をした改良住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

９　市長 災害対策基
本法（昭和
３６年法律
第２２３
号）

⑴　災害対策基本法第４９条の１０
第１項の避難行動要支援者名簿の作
成に関する事務

避難行動要支援者に係る療育手帳情報

⑵　災害対策基本法第４９条の１４
第１項の個別避難計画の作成に関す
る事務

避難行動要支援者に係る療育手帳情報

１０　市
長

児童扶養手
当法（昭和
３６年法律
第２３８
号）

⑴　児童扶養手当法第６条の児童扶
養手当の受給資格及びその額の認定
の請求に係る事実についての審査に
関する事務

当該請求に係る児童（児童扶養手当法第３条第
１項に規定する児童をいう。以下この項におい
て同じ。）又はその保護者、当該請求を行う者
又は当該者の配偶者、当該者と生計を同じくす
る扶養義務者若しくは当該扶養義務者の配偶者
に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　市町村民税情報

⑵　児童扶養手当法施行規則（昭和
３６年厚生省令第５１号）第３条の
５の所得状況の届出に係る事実につ
いての審査に関する事務

当該届出に係る児童又はその保護者、当該請求
を行う者又は当該者の配偶者、当該者と生計を
同じくする扶養義務者若しくは当該扶養義務者
の配偶者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　市町村民税情報

⑶　児童扶養手当法第８条第１項の
児童扶養手当の額の改定の請求に係
る事実についての審査に関する事務

当該請求に係る児童又はその保護者、当該請求
を行う者又は当該者の配偶者、当該者と生計を
同じくする扶養義務者若しくは当該扶養義務者
の配偶者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　市町村民税情報

⑷　児童扶養手当法施行規則第３条
の届出の受理、その届出に係る事実
についての審査又はその届出に対す
る応答に関する事務

当該届出に係る児童又はその保護者、当該請求
を行う者又は当該者の配偶者、当該者と生計を
同じくする扶養義務者若しくは当該扶養義務者
の配偶者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　特別児童扶養手当支給情報
エ　市町村民税情報



⑸　児童扶養手当法施行規則第３条
の２第１項の支給停止に関する届出
に係る事実についての審査に関する
事務

当該届出を行う者又は当該者の配偶者、当該者
と生計を同じくする扶養義務者若しくは当該扶
養義務者の配偶者に係る市町村民税情報

⑹　児童扶養手当法施行規則第３条
の２第２項の支給停止に関する届出
に係る事実についての審査に関する
事務

当該届出を行う者又は当該者の配偶者、当該者
と生計を同じくする扶養義務者、当該扶養義務
者の配偶者若しくは当該者の扶養義務者でない
所得税法に規定する控除対象扶養親族（１９歳
未満の者に限る。）に係る市町村民税情報

⑺　児童扶養手当法施行規則第３条
の４第１項から第３項までの一部支
給停止の適用除外に関する届出に係
る事実についての審査に関する事務

当該届出を行う者に係る特別児童扶養手当支給
情報

１０　市
長

児童扶養手
当法（昭和
３６年法律
第２３８
号）

⑻　児童扶養手当法施行規則第４条
の現況の届出に係る事実についての
審査に関する事務

当該請求に係る児童又はその保護者、当該請求
を行う者又は当該者の配偶者、当該者と生計を
同じくする扶養義務者若しくは当該扶養義務者
の配偶者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　市町村民税情報

１１　市
長

老人福祉法
（昭和３８
年法律第１
３３号）

⑴　老人福祉法第１０条の４の福祉
の措置の実施に関する事務

当該措置に係る者又は当該者の扶養義務者に係
る次に掲げる情報
ア　外国人生活保護実施関係情報
イ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報

⑵　老人福祉法第１１条の福祉の措
置の実施に関する事務

当該措置に係る者又は当該者の扶養義務者に係
る次に掲げる情報
ア　外国人生活保護実施関係情報
イ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報

⑶　老人福祉法第２８条第１項の費
用の徴収に関する事務

老人福祉法第１０条の４第１項又は第１１条の
福祉の措置に係る者又は当該者の扶養義務者に
係る次に掲げる情報
ア　外国人生活保護実施関係情報
イ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報

⑷　老人福祉法第３６条の調査等の
求めに関する事務

老人福祉法第１０条の４第１項又は第１１条の
福祉の措置に係る者又は当該者の扶養義務者に
係る次に掲げる情報
ア　市町村民税情報
イ　固定資産税等情報

１２　市
長

母子及び父
子並びに寡
婦福祉法
（昭和３９
年法律第１
２９号）

⑴　母子及び父子並びに寡婦福祉法
第１３条第１項若しくは第３１条の
６第１項又は附則第３条第１項の資
金の貸付けの申請に係る事実につい
ての審査に関する事務

当該申請を行う者に係る次に掲げる情報
ア　児童扶養手当支給情報
イ　市町村民税情報
ウ　国民健康保険料情報
エ　介護保険料情報



１２　市
長

母子及び父
子並びに寡
婦福祉法
（昭和３９
年法律第１
２９号）

⑵　母子及び父子並びに寡婦福祉法
附則第６条の資金の貸付けの申請に
係る事実についての審査に関する事
務

当該申請を行う者に係る次に掲げる情報
ア　児童扶養手当支給情報
イ　市町村民税情報
ウ　国民健康保険料情報
エ　介護保険料情報

⑶　母子及び父子並びに寡婦福祉法
第１５条（同法第３１条の６第５項
又は第３２条第５項において準用す
る場合を含む。）の貸付金の償還未
済額の償還免除の申請に係る事実に
ついての審査に関する事務

当該申請を行う者に係る次に掲げる情報
ア　児童扶養手当支給情報
イ　市町村民税情報

⑷　母子及び父子並びに寡婦福祉法
第１７条第１項、第３１条の７第１
項又は第３３条第１項の便宜の供与
の申請に係る事実についての審査に
関する事務

当該申請を行う者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報

⑸　母子及び父子並びに寡婦福祉法
第３１条第２号又は第３号（これら
の規定を同法第３１条の１０におい
て読み替えて準用する場合を含
む。）の給付金の算定に係る事実に
ついての審査に関する事務

当該算定に係る者に係る児童扶養手当支給情報

１３　市
長

特別児童扶
養手当等の
支給に関す
る法律（昭
和３９年法
律第１３４
号）

⑴　特別児童扶養手当等の支給に関
する法律第１９条（同法第２６条の
５において準用する場合を含む。）
の障害児福祉手当又は特別障害者手
当の受給資格及びその額の認定の請
求に係る事実についての審査に関す
る事務

当該請求を行う者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る次に掲げる情報
ア　精神障害者保健福祉手帳情報
イ　療育手帳情報
ウ　市町村民税情報

⑵　特別児童扶養手当等の支給に関
する法律第３７条の資料の提供等の
求めに関する事務

受給資格者、受給資格者の配偶者若しくは扶養
義務者若しくは障害児に係る次に掲げる情報
市町村民税情報

⑶　特別児童扶養手当等の支給に関
する法律による障害児福祉手当若し
くは特別障害者手当又は国民年金法
等の一部を改正する法律（昭和６０
年法律第３４号。以下「昭和６０年
法律第３４号」という。）附則第９
７条第１項の規定によりなお従前の
例によることとされた昭和６０年法
律第３４号第７条の規定による改正
前の特別児童扶養手当等の支給に関
する法律第３５条第１項の届出に係
る事実についての審査に関する事務

当該請求を行う者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　市町村民税情報



１５　市
長

児童手当法
（昭和４６
年法律第７
３号）

１３　市
長

特別児童扶
養手当等の
支給に関す
る法律（昭
和３９年法
律第１３４
号）

⑷　障害児福祉手当及び特別障害者
手当の支給に関する省令（昭和５０
年厚生省令第３４号）第５条（同令
第１３条及び第１６条において読み
替えて準用する場合を含む。）の届
出に係る事実についての審査に関す
る事務

当該請求を行う者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る市町村民税情報

１４　市
長

母子保健法
（昭和４０
年法律第１
４１号）

⑴　母子保健法第１７条の２第１項
の産後ケア事業の実施に関する事務

当該事業の実施に係る出産後１年を経過しない
女子及び乳児に係る市町村民税情報

⑵　母子保健法第２１条の４第１項
の費用の徴収に関する事務

当該徴収に係る母子保健法第２０条の措置に係
る未熟児又は当該未熟児の扶養義務者に係る外
国人生活保護実施関係情報

１７　市
長

高齢者医療
確保法

⑴　高齢者の医療の確保に関する法
律施行令（平成１９年政令第３１８
号）第２条第２号に規定する事務
（被保険者資格の取得、喪失、異動
等の届出の受付）

当該事務の対象者又は対象者と同一の世帯に属
する者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報

⑴　児童手当法第７条第１項（児童
手当法による児童手当及び子ども・
子育て支援法等の一部を改正する法
律（令和６年法律第４７号）附則第
１３条第１項の規定によりなお従前
の例によることとされた同法第１２
条の規定による改正前の児童手当法
（以下「旧児童手当法」という。）
附則第２条第４項において準用する
場合を含む。）又は第２項の児童手
当又は旧児童手当法附則第２条第１
項の給付の受給資格及びその額につ
いての認定の請求に係る事実につい
ての審査に関する事務

当該請求に係る一般受給資格者（児童手当法第
７条第１項の一般受給資格者をいう。）又は施
設等受給資格者（同条第２項の施設等受給資格
者をいう。）に係る市町村民税情報

１６　市
長

災害弔慰金
の支給等に
関する法律
（昭和４８
年法律第８
２号）

⑴　災害弔慰金の支給等に関する法
律第３条第１項の災害弔慰金の支給
に関する事務

当該支給を受ける者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　市町村民税情報

⑵　災害弔慰金の支給等に関する法
律第８条第１項の災害障害見舞金の
支給に関する事務

当該支給を受ける者に係る市町村民税情報

⑶　災害弔慰金の支給等に関する法
律第１４条第１項の災害援護資金の
償還未済額の償還免除の申請に係る
事実についての審査に関する事務

当該災害援護資金の貸付けを受けた者又は当該
者の保証人に係る市町村民税情報



１８　市
長

特定優良賃
貸住宅の供
給の促進に
関する法律
（平成５年
法律第５２
号）

１７　市
長

高齢者医療
確保法

⑵　高齢者の医療の確保に関する法
律施行令第２条第８号に規定する事
務（保険料の徴収猶予及び減免の申
請の受付

当該事務の対象者又は対象者と同一の世帯に属
する者に係る市町村民税情報

⑶　高齢者医療確保法第１０４条第
１項の規定による保険料の徴収に関
する事務

当該保険料を課せられる者又は当該者と同一の
世帯に属する者に係る次に掲げる情報
ア　介護保険料情報
イ　市町村民税情報

⑴　特定優良賃貸住宅の供給の促進
に関する法律施行規則（平成５年建
設省令第１６号）第２８条の入居の
申込みに係る事実についての審査に
関する事務

当該申込みをした者又はその者と同居しようと
する者に係る療育手帳情報

１９　市
長

中国残留邦
人等の円滑
な帰国の促
進並びに永
住帰国した
中国残留邦
人等及び特
定配偶者の
自立の支援
に関する法
律（平成６
年法律第３
０号）

⑴　中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進並びに永住帰国した中国残留邦
人等及び特定配偶者の自立の支援に
関する法律第１４条第１項及び第３
項の支援給付の支給の実施、平成１
９年改正法附則第４条第１項の支援
給付の支給の実施並びに平成２５年
改正法附則第２条第１項の規定によ
りなお従前の例によるものとされた
旧法第１４条第１項の支援給付、平
成２５年改正法附則第２条第２項の
規定によりなお従前の例によるもの
とされた旧法第１４条第３項の支援
給付及び平成２５年改正法附則第２
条第３項の支援給付の支給の実施に
関する事務

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住
帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立
の支援に関する法律第１４条第１項及び第３項
の支援給付、平成１９年改正法附則第４条第１
項の支援給付並びに平成２５年改正法附則第２
条第１項の規定によりなお従前の例によるもの
とされた旧法第１４条第１項の支援給付、平成
２５年改正法附則第２条第２項の規定によりな
お従前の例によるものとされた旧法第１４条第
３項の支援給付及び平成２５年改正法附則第２
条第３項の支援給付の支給を必要とする状態に
ある者又は支給を受けていた者（以下この項に
おいて「要支援者等」という。）に係る固定資
産税関係情報

⑵　中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進並びに永住帰国した中国残留邦
人等及び特定配偶者の自立の支援に
関する法律第１４条第４項並びに平
成２５年改正法附則第２条第１項及
び第２項の規定によりなお従前の例
によるものとされた旧法第１４条第
４項の規定によりその例によるもの
とされる生活保護法第２４条第１項
の開始又は同条第９項の変更の申請
に係る事実についての審査に関する
事務

要支援者等に係る固定資産税関係情報



２０　市
長

介護保険法
（平成９年
法律第１２
３号）

⑹　介護保険法第６１条の２第１項
の高額医療合算介護予防サービス費
の支給の申請に係る事実についての
審査に関する事務

当該申請を行う者に係る医療保険給付関係情報

１９　市
長

中国残留邦
人等の円滑
な帰国の促
進並びに永
住帰国した
中国残留邦
人等及び特
定配偶者の
自立の支援
に関する法
律（平成６
年法律第３
０号）

⑶　中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進並びに永住帰国した中国残留邦
人等及び特定配偶者の自立の支援に
関する法律第１４条第４項並びに平
成25年改正法附則第２条第１項及び
第２項の規定によりなお従前の例に
よるものとされた旧法第１４条第４
項の規定によりその例によるものと
される生活保護法第２５条第１項の
職権による開始又は同条第２項の職
権による変更に関する事務

要支援者等に係る固定資産税関係情報

⑷　中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進並びに永住帰国した中国残留邦
人等及び特定配偶者の自立の支援に
関する法律第１４条第４項並びに平
成２５年改正法附則第２条第１項及
び第２項の規定によりなお従前の例
によるものとされた旧法第１４条第
４項の規定によりその例によるもの
とされる生活保護法第２６条の停止
又は廃止に関する事務

要支援者等に係る固定資産税関係情報

⑴　介護保険法第４９条の２又は第
５９条の２の負担割合の判定に関す
る事務

当該判定に係る第１号被保険者（介護保険法第
９条第１号の第１号被保険者をいう。）に係る
外国人生活保護実施関係情報

⑵　介護保険法第５１条第１項の高
額介護サービス費の支給の申請に係
る事実についての審査に関する事務

当該申請を行う者に係る外国人生活保護実施関
係情報

⑶　介護保険法第５１条の２第１項
の高額医療合算介護サービス費の支
給の申請に係る事実についての審査
に関する事務

当該申請を行う者又は同一の世帯に属する者に
係る医療保険給付関係情報

⑷　介護保険法第５１条の３第１項
の特定入所者介護サービス費の支給
の申請に係る事実についての審査に
関する事務

当該申請を行う者に係る外国人生活保護実施関
係情報

⑸　介護保険法第６１条第１項の高
額介護予防サービス費の支給の申請
に係る事実についての審査に関する
事務

当該申請を行う者に係る外国人生活保護実施関
係情報



２０　市
長

介護保険法
（平成９年
法律第１２
３号）

⑺　介護保険法第６１条の３第１項
の特定入所者介護予防サービス費の
支給の申請に係る事実についての審
査に関する事務

当該申請を行う者に係る外国人生活保護実施関
係情報

⒂　介護保険法第１１５条の４５第
１項の介護予防・日常生活支援総合
事業の負担割合の判定に関する事務

当該判定に係る居宅要支援被保険者等（介護保
険法第１１５条の４５第１項第１号に規定する
居宅要支援被保険者等をいう。以下この項にお
いて同じ。）に係る外国人生活保護実施関係情
報

⒃　介護保険法第１１５条の４５第
１項の介護予防・日常生活支援総合
事業に係る高額介護予防サービス費
相当事業及び高額医療合算介護予防
サービス費相当事業の申請に係る事
実についての審査に関する事務

当該申請に係る居宅要支援被保険者等に係る医
療保険給付関係情報

⑻　介護保険法第６６条第１項又は
第２項の保険料滞納者に係る支払方
法の変更を行う際の特別な事情の確
認に関する事務

当該確認に係る保険料滞納者に係る外国人生活
保護実施関係情報

⑼　介護保険法第６６条第３項の保
険料滞納者に係る支払方法の変更の
記載の削除を行う場合の特別な事情
の確認に関する事務

当該確認に係る保険料滞納者に係る外国人生活
保護実施関係情報

⑽　介護保険法第６７条第１項又は
第２項の保険給付の支払の一時差止
めを行う際の特別な事情の確認に関
する事務

当該確認に係る保険料滞納者に係る外国人生活
保護実施関係情報

⑾　介護保険法第６８条第１項の第
２号被保険者の保険給付の一時差止
めを行う際の特別な事情の確認に関
する事務

当該確認に係る保険料滞納者に係る外国人生活
保護実施関係情報

⑿　介護保険法第６８条第２項の第
２号被保険者の保険給付の一時差止
めの記載の削除を行う場合の特別な
事情の確認に関する事務

当該確認に係る保険料滞納者に係る外国人生活
保護実施関係情報

⒀　介護保険法第６９条第１項の給
付額減額等の記載を行う場合の特別
な事情の確認に関する事務

当該確認に係る保険料滞納者に係る外国人生活
保護実施関係情報

⒁　介護保険法第６９条第２項の給
付額減額等の記載の消除を行う場合
の特別な事情の確認に関する事務

当該確認に係る保険料滞納者に係る外国人生活
保護実施関係情報



⒇　介護保険法第１４２条の保険料
の減免又は徴収の猶予の申請に係る
事実についての審査に関する事務

当該申請を行う者に係る外国人生活保護実施関
係情報

(22)　介護保険法施行規則（平成１
１年厚生省令第３６号）第３２条の
被保険者資格の喪失の届出に係る事
実についての審査に関する事務

当該届出を行う者に係る外国人生活保護実施関
係情報

(21)　介護保険法第２０３条第１項
の資料の提供等の求めに関する事務

被保険者、被保険者の配偶者若しくは被保険者
の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する
者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　市町村民税情報

２０　市
長

⑴　感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律第３７条
第１項、第４４条の３の２第１項又
は第５０条の３第１項の費用負担の
申請に係る事実についての審査に関
する事務

当該申請に係る患者又は当該患者の配偶者若し
くは扶養義務者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

⑵　感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律第４２条
第１項、第４４条の３の３第１項又
は第５０条の４第１項の療養費の支
給の申請に係る事実についての審査
に関する事務

感染症の予
防及び感染
症の患者に
対する医療
に関する法
律（平成１
０年法律第
１１４号）

２１　市
長

当該申請に係る患者又は当該患者の配偶者若し
くは扶養義務者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

⒄　介護保険法第１１５条の４５の
地域支援事業として行う尼崎市シル
バーハウジング生活援助員派遣事業
実施要綱に基づく尼崎市シルバーハ
ウジング生活援助員派遣事業、尼崎
市家族介護用品支給事業実施要綱に
基づく尼崎市家族介護用品支給事
業、尼崎市認知症高齢者等ＧＰＳ利
用支援サービス事業実施要綱に基づ
く尼崎市認知症高齢者等ＧＰＳ利用
支援サービス事業、尼崎市家族介護
慰労事業実施要綱に基づく尼崎市家
族介護慰労事業の実施の要件に該当
するかどうかの確認に関する事務

当該確認に係る被保険者（介護保険法第９条に
規定する被保険者をいう。以下この項において
同じ。）、要介護被保険者（同法第４１条第１
項に規定する要介護被保険者をいう。）を現に
介護する者その他個々の事業の対象者として市
町村が認める者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　生活保護実施関係情報
エ　外国人生活保護実施関係情報
オ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
カ　市町村民税情報

⒅　介護保険法第１１５条の４５第
１０項及び第１１５条の４７第９項
の利用料の請求に係る事務

当該請求に係る利用者に係る外国人生活保護実
施関係情報

⒆　介護保険法第１２９条第２項の
保険料の賦課に関する事務

当該保険料を課せられる被保険者に係る外国人
生活保護実施関係情報

介護保険法
（平成９年
法律第１２
３号）



２２　市
長

健康増進法
（平成１４
年法律第１
０３号）

障害者の日
常生活及び
社会生活を
総合的に支
援するため
の法律（平
成１７年法
律第１２３
号）

２３　市
長

⑷　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第２
８条第２項の訓練等給付費の支給
（就労継続支援Ｂ型に係るものに限
る。）の申請に係る事実についての
審査に関する事務

当該申請を行う障害者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　指定難病要支援者証明情報
オ　自立支援給付関係情報
カ　生活保護実施関係情報
キ　外国人生活保護実施関係情報
ク　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
ケ　市町村民税関係情報

⑸　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第３
４条第１項の特定障害者特別給付費
又は同法第３５条第１項の特例特定
障害者特別給付費の支給の申請に係
る事実についての審査に関する事務

当該申請を行う障害者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　医療保険給付情報
オ　市町村民税情報

⑹　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第５
１条の９第２項の地域相談支援給付
決定の変更に関する事務

当該変更に係る障害者に係る療育手帳情報

⑴　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第６
条の自立支援給付（自立支援医療費
及び高額障害福祉サービス等給付費
を除く。）の支給の申請に係る事実
についての審査に関する事務

当該申請を行う障害者若しくは当該障害者と同
一の世帯に属する者又は当該申請に係る障害児
の保護者若しくは当該保護者と同一の世帯に属
する者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報

⑵　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第１
２条の資料の提供等の求めに関する
事務

障害者若しくは障害児（以下この項において
「障害者等」という。）、障害児の保護者、障
害者等の配偶者又は障害者等の属する世帯の世
帯主その他その世帯に属する者に係る市町村民
税情報

⑶　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第２
４条第２項の支給決定の変更に関す
る事務事務

当該変更に係る障害者等に係る療育手帳情報

⑴　健康増進法第１９条の２の健康
増進事業の実施に関する事務

当該健康増進事業の実施に係る者に係る次に掲
げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　市町村民税情報



障害者の日
常生活及び
社会生活を
総合的に支
援するため
の法律（平
成１７年法
律第１２３
号）

２３　市
長

⑾　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第７
６条の２第１項の高額障害福祉サー
ビス等給付費（同法施行令第４３条
の５第６項に規定する場合に支給す
るものに限る。）の支給の申請に係
る事実についての審査に関する事務

当該申請を行う障害者又は当該障害者と同一の
世帯に属する者に係る外国人生活保護実施関係
情報

⑽　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第７
０条の療養介護医療費又は同法第７
１条の基準該当療養介護医療費の支
給に関する事務

当該申請を行う障害者又は当該障害者と同一の
世帯に属する者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　医療保険給付関係情報
オ　介護保険給付情報
カ　市町村民税情報

⑼　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第２
５条第１項の支給決定の取消し、同
法第５１条の１０第１項の地域相談
支援給付決定の取消し又は同法第５
７条第１項の支給認定の取消しに関
する事務

当該取消しに係る障害者等又は支給認定基準世
帯員に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　指定難病要支援者証明情報
オ　自立支援給付支給情報
カ　医療保険給付関係情報
キ　介護保険給付情報
ク　市町村民税情報

⑺　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第５
３条第１項の支給認定の申請に係る
事実についての審査に関する事務

当該申請を行う障害者等又は当該申請に係る支
給認定基準世帯員に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　指定難病要支援者証明情報
ウ　外国人生活保護実施関係情報
エ　医療保険給付資格情報

⑻　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第５
６条第２項の支給認定の変更に関す
る事務

当該変更に係る障害者等又は障害者の日常生活
及び社会生活を総合的に支援するための法律施
行令（平成１８年政令第１０号）第２９条第１
項の支給認定基準世帯員（以下この項において
「支給認定基準世帯員」という。）に係る次に
掲げる情報
ア　外国人生活保護実施関係情報
イ　医療保険給付資格情報



子ども・子
育て支援法
（平成２４
年法律第６
５号）

２４　市
長

⑶　子ども・子育て支援法第２３条
第１項の教育・保育給付認定の変更
の認定に関する事務

当該教育・保育給付認定に係る教育・保育給付
認定子ども又は当該教育・保育給付認定子ども
と同一の世帯に属する者に係る外国人生活保護
実施関係情報

⑵　子ども・子育て支援法第２２条
の届出に係る事実についての審査に
関する事務

当該教育・保育給付認定に係る教育・保育給付
認定子ども又は当該教育・保育給付認定子ども
と同一の世帯に属する者に係る外国人生活保護
実施関係情報

⒀　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律施行
令第１５条の申請内容の変更の届出
に係る事実についての審査に関する
事務

当該届出を行う障害者等と同一の世帯に属する
者又は当該届出に係る障害児の保護者若しくは
当該保護者と同一の世帯に属する者に係る次に
掲げる情報
ア　外国人生活保護実施関係情報
イ　医療保険給付情報

⒁　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律施行
令第３２条第１項の申請内容の変更
の届出に係る事実についての審査に
関する事務

当該届出を行う障害者等又は当該届出に係る支
給認定基準世帯員に係る次に掲げる情報
療育手帳情報
ア　自立支援給付関係情報
イ　指定難病要支援者証明情報
ウ　外国人生活保護実施関係情報
エ　医療保険給付情報

障害者の日
常生活及び
社会生活を
総合的に支
援するため
の法律（平
成１７年法
律第１２３
号）

２３　市
長

当該申請を行う障害者又は当該障害者と同一の
世帯に属する者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳交付情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　自立支援給付支給情報
エ　療育手帳情報
オ　指定難病要支援者証明情報
カ　生活保護実施関係情報
キ　外国人生活保護実施関係情報
ク　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
ケ　介護保険給付情報
コ　市町村民税情報

⑴　子ども・子育て支援法第２０条
第１項の教育・保育給付認定に関す
る事務

当該教育・保育給付認定に係る子ども・子育て
支援法第１９条各号に掲げる小学校就学前子ど
も（以下この項において「教育・保育給付認定
子ども」という。）又は当該教育・保育給付認
定子どもと同一の世帯に属する者に係る外国人
生活保護実施関係情報

⑿　障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律第７
７条又は第７８条の地域生活支援事
業として行う尼崎市身体障害者用自
動車改造費助成金交付要綱に基づく
尼崎市身体障害者用自動車改造費助
成金交付事業、尼崎市障害者（児）
等日常生活用具給付等事業実施要綱
に基づく尼崎市障害者（児）等日常
生活用具給付等事業、尼崎市在宅重
度身体障害者訪問入浴サービス事業
実施要綱に基づく尼崎市在宅重度身
体障害者訪問入浴サービス事業、尼
崎市障害者日中一時支援事業実施要
綱に基づく尼崎市障害者日中一時支
援事業、尼崎市障害者移動支援事業
実施要綱に基づく尼崎市障害者移動
支援事業の実施に関する事務



子ども・子
育て支援法
（平成２４
年法律第６
５号）

２４　市
長

⑺　子ども・子育て支援法第３０条
の５第１項の施設等利用給付認定に
関する事務

当該施設等利用給付認定に係る子ども・子育て
支援法第３０条の４各号に掲げる小学校就学前
子ども（以下この項において「施設等利用給付
認定子ども」という。）又は当該施設等利用給
付認定子どもと同一の世帯に属する者に係る次
に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　児童扶養手当支給情報
エ　特別児童扶養手当支給情報

⑽　子ども・子育て支援法第３０条
の８第１項の施設等利用給付認定の
変更の認定に関する事務

当該施設等利用給付認定に係る施設等利用給付
認定子ども又は当該施設等利用給付認定子ども
と同一の世帯に属する者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　児童扶養手当支給情報
エ　特別児童扶養手当支給情報

⑻　子ども・子育て支援法第３０条
の５第７項の規定により教育・保育
給付認定保護者が受けたものとみな
される施設等利用給付認定に関する
事務

当該施設等利用給付認定に係る施設等利用給付
認定子ども又は当該施設等利用給付認定子ども
と同一の世帯に属する者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　児童扶養手当支給情報
エ　特別児童扶養手当支給情報

⑼　子ども・子育て支援法第３０条
の７の届出に係る事実についての審
査に関する事務

当該施設等利用給付認定に係る施設等利用給付
認定子ども又は当該施設等利用給付認定子ども
と同一の世帯に属する者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　児童扶養手当支給情報
エ　特別児童扶養手当支給情報

⑷　子ども・子育て支援法第２３条
第４項の職権による教育・保育給付
認定の変更の認定に関する事務

当該教育・保育給付認定に係る教育・保育給付
認定子ども又は当該教育・保育給付認定子ども
と同一の世帯に属する者に係る外国人生活保護
実施関係情報

⑸　子ども・子育て支援法第２４条
第１項の教育・保育給付認定の取消
しに関する事務

当該教育・保育給付認定に係る教育・保育給付
認定子ども又は当該教育・保育給付認定子ども
と同一の世帯に属する者に係る外国人生活保護
実施関係情報

⑹　子ども・子育て支援法第２７条
第１項、第２８条第１項、第２９条
第１項又は３０条第１項の子どもの
ための教育・保育給付の支給に関す
る事務

当該支給を受ける教育・保育給付認定保護者
（子ども・子育て支援法第２０条第４項の教
育・保育給付認定保護者をいう。）に係る市町
村民税情報



⑿　子ども・子育て支援法第３０条
の９第１項の施設等利用給付認定の
取消しに関する事務

当該施設等利用給付認定に係る施設等利用給付
認定子ども又は当該施設等利用給付認定子ども
と同一の世帯に属する者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　児童扶養手当支給情報
エ　特別児童扶養手当支給情報

⒅　子ども・子育て支援法第５９条
の地域子ども・子育て支援事業に関
する事務（同条第１１号に掲げるも
のに限る。）

当該事業を利用する者又は児童に係る次に掲げ
る情報
ア　保育料階層情報
イ　市町村民税情報

子ども・子
育て支援法
（平成２４
年法律第６
５号）

２４　市
長

⒀　子ども・子育て支援法第３０条
の１１第１項の子育てのための施設
等利用給付の支給に関する事務

当該施設等利用給付認定に係る施設等利用給付
認定子ども又は当該施設等利用給付認定子ども
と同一の世帯に属する者に係る市町村民税情報

⒁　子ども・子育て支援法第５９条
の地域子ども・子育て支援事業に関
する事務

当該事業を利用する者又は児童に係る保育料階
層情報

⒂　子ども・子育て支援法第５９条
の地域子ども・子育て支援事業に関
する事務（同条第３号ロ及び第４号
に掲げるものに限る。）

当該事業を利用する者又は児童に係る保育料階
層情報

⒃　子ども・子育て支援法第５９条
の地域子ども・子育て支援事業に関
する事務（同条第５号に掲げるもの
に限る。）

当該事業を利用する者又は児童に係る次に掲げ
る情報
ア　児童扶養手当支給情報
イ　市町村民税情報

⒄　子ども・子育て支援法第５９条
の地域子ども・子育て支援事業に関
する事務（同条第６号に掲げるもの
に限る。）

当該事業を利用する者又は児童に係る次に掲げ
る情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　市町村民税情報

⑾　子ども・子育て支援法第３０条
の８第４項の職権による施設等利用
給付認定の変更の認定に関する事務

当該施設等利用給付認定に係る施設等利用給付
認定子ども又は当該施設等利用給付認定子ども
と同一の世帯に属する者に係る次に掲げる情報
ア　療育手帳情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　児童扶養手当支給情報
エ　特別児童扶養手当支給情報



⑷　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第２６条の
規定に準じて行う保護の停止又は廃
止に関する事務

要保護者等に準ずる者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報

「生活に困
窮する外国
人に対する
生活保護の
措置につい
て」（昭和
２９年５月
８日付け社
発第３８２
号厚生省社
会局長通
知。「以下
「昭和２９
年社発第３
８２号通
知」とい
う。））
（行政手続
における特
定の個人を
識別するた
めの番号の
利用等に関
する法律第
９条第１項
に規定する
準法定事務
及び準法定
事務処理者
を定める命
令（令和６
年デジタル
庁・総務省
令第８号）
の表の１の
項に係るも
のに限
る。）

２５　市
長

⑴　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第１９条第
１項の規定に準じて行う保護の実施
に関する事務

生活に困窮する外国人であって生活保護法第６
条第２項の要保護者又は同条第１項の被保護者
であった者に準ずる者（以下この項において
「要保護者等に準ずる者」という。）に係る次
に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報

⑵　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第２４条第
１項の規定に準じて行う保護の開始
又は同条第９項の規定に準じて行う
保護の変更の申請に係る事実につい
ての審査に関する事務

要保護者等に準ずる者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報

⑶　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第２５条第
１項の規定に準じて行う職権による
保護の開始又は同条第２項の規定に
準じて行う職権による保護の変更に
関する事務

要保護者等に準ずる者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報



⑸　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第６３条の
規定に準じて行う保護に要する費用
の返還に関する事務

要保護者等に準ずる者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報

⑹　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第７７条第
１項又は第７８条第１項から第３項
までの規定に準じて行う徴収金の徴
収（同法第７８条の２第１項又は第
２項の規定に準じて行う徴収金の徴
収を含む。）に関する事務

要保護者等に準ずる者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報

「生活に困
窮する外国
人に対する
生活保護の
措置につい
て」（昭和
２９年５月
８日付け社
発第３８２
号厚生省社
会局長通
知。「以下
「昭和２９
年社発第３
８２号通
知」とい
う。））
（行政手続
における特
定の個人を
識別するた
めの番号の
利用等に関
する法律第
９条第１項
に規定する
準法定事務
及び準法定
事務処理者
を定める命
令（令和６
年デジタル
庁・総務省
令第８号）
の表の１の
項に係るも
のに限
る。）

２５　市
長

⑴　ウイルス性肝炎要領に規定する
初回精密検査費用又は定期検査費用
の算定に関する事務

当該算定に係る者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る市町村民税情報

⑵　ウイルス性肝炎要領に規定する
定期検査費用の請求に係る事実につ
いての審査に関する事務

当該請求を行う者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る市町村民税情報

「ウイルス
性肝炎患者
等の重症化
予防推進事
業の実施に
ついて」
（平成２６
年３月３１
日付け健肝
発０３３１
第１号厚生
労働省健康
局疾病対策
課肝炎対策
推進室長通
知）のウイ
ルス性肝炎
患者等の重
症化予防推
進事業実施
要領（以下
この項にお
いて「ウイ
ルス性肝炎
要領」とい
う。）

２６　市
長



２８　市
長

「肝がん・
重度肝硬変
治療研究促
進事業につ
いて」（平
成３０年６
月２７日付
け健発０６
２７第１号
厚生労働省
健康局長通
知）の肝が
ん・重度肝
硬変治療研
究促進事業
実施要綱
（以下この
項において
「要綱」と
いう。）

⑴　肝炎治療要綱に規定する肝炎治
療特別促進事業に必要な費用に相当
する金額の算定に関する事務

当該算定に係る者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る市町村民税情報

⑵　「肝炎治療特別促進事業の実務
上の取扱いについて」（平成２０年
３月３１日付け健疾発第０３３１０
０３号厚生労働省健康局疾病対策課
長通知）に規定する医療給付の申請
に係る事実についての審査に関する
事務

当該申請を行う者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る市町村民税情報

「感染症対
策特別促進
事業につい
て」（平成
２０年３月
３１日付け
健発第０３
３１００１
号厚生労働
省健康局長
通知）の肝
炎治療特別
促進事業実
施要綱（以
下この項に
おいて「肝
炎治療要
綱」とい
う。）

２７　市
長

⑴　要綱に規定する肝がん・重度肝
硬変治療研究促進事業に必要な費用
に相当する金額又は「肝がん・重度
肝硬変治療研究促進事業の実務上の
取扱いについて」（平成３０年７月
１２日付け健肝発０７１２第１号厚
生労働省健康局がん・疾病対策課肝
炎対策推進室長通知）に規定する対
象患者への助成額の算定に関する事
務

当該算定に係る者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る市町村民税情報



２９　市
長

「生活に困
窮する外国
人に対する
生活保護の
措置につい
て」（昭和
２９年５月
８日付け社
発第３８２
号厚生省社
会局長通
知。「以下
「昭和２９
年社発第３
８２号通
知」とい
う。））
（条例別表
第１項に係
るものに限
る。）

⑴　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第１９条第
１項の規定に準じて行う保護の実施
に関する事務

生活に困窮する外国人であって生活保護法第６
条第２項の要保護者又は同条第１項の被保護者
であった者に準ずる者（以下この項において
「要保護者等に準ずる者」という。）に係る次
に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報

⑵　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第２４条第
１項の規定に準じて行う保護の開始
又は同条第９項の規定に準じて行う
保護の変更の申請に係る事実につい
ての審査に関する事務

要保護者等に準ずる者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報

⑶　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第２５条第
１項の規定に準じて行う職権による
保護の開始又は同条第２項の規定に
準じて行う職権による保護の変更に
関する事務

要保護者等に準ずる者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報

⑷　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第２６条の
規定に準じて行う保護の停止又は廃
止に関する事務

要保護者等に準ずる者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報



⑵　公営住宅法第１６条第４項若し
くは第２８条第４項の収入の把握に
関する事務に準ずる事務

当該入居者又はその同居者に係る次に掲げる情
報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　市町村民税情報

⑴　公営住宅法第１６条第１項若し
くは第２８条第２項の収入の申告の
受理、その申告に係る事実について
の審査又はその申告に対する応答に
関する事務に準ずる事務

当該申告をした入居者又はその同居者に係る次
に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　市町村民税情報

２９　市
長

「生活に困
窮する外国
人に対する
生活保護の
措置につい
て」（昭和
２９年５月
８日付け社
発第３８２
号厚生省社
会局長通
知。「以下
「昭和２９
年社発第３
８２号通
知」とい
う。））
（条例別表
第１項に係
るものに限
る。）

⑸　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第６３条の
規定に準じて行う保護に要する費用
の返還に関する事務

要保護者等に準ずる者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報

⑹　昭和２９年社発第３８２号通知
に基づく外国人であって生活に困窮
する者に係る生活保護法第７７条第
１項又は第７８条第１項から第３項
までの規定に準じて行う徴収金の徴
収（同法第７８条の２第１項又は第
２項の規定に準じて行う徴収金の徴
収を含む。）に関する事務

要保護者等に準ずる者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　介護保険給付情報
エ　児童扶養手当支給情報
オ　障害児福祉手当支給情報，特別障害者手当
支給情報又は福祉手当支給情報
カ　特別障害給付金関係情報
キ　市町村民税情報
ク　固定資産税等情報

⑶　公営住宅法第１６条第５項（同
法第２８条第３項及び第５項並びに
第２９条第９項において準用する場
合を含む。）の家賃若しくは金銭若
しくは同法第１８条第２項の敷金の
減免の申請の受理、その申請に係る
事実についての審査又はその申請に
対する応答に関する事務に準ずる事
務

当該申請をした入居者又はその同居者に係る次
に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　市町村民税情報

尼崎市コ
ミュニティ
住宅の設置
及び管理に
関する条例
（平成９年
尼崎市条例
第３１
号），尼崎
市再開発住
宅の設置及
び管理に関
する条例
（平成９年
尼崎市条例
第３２
号），尼崎
市従前居住
者用住宅の
設置及び管
理に関する
条例（平成
１０年尼崎
市条例第２
８号），尼
崎市特定公
共賃貸住宅
の設置及び
管理に関す
る条例（平
成７年尼崎
市条例第４
７号）及び
尼崎市立尼
崎稲葉荘住
宅の設置及
び管理に関
する条例
（平成２９
年尼崎市条
例第１９
号）

３０　市
長



⑷　公営住宅法第１８条第１項の敷
金の徴収に関する事務に準ずる事務

当該徴収に係る入居者又はその同居者に係る次
に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　市町村民税情報

⑸　公営住宅法第１９条（同法第２
８条第３項及び第２９条第８項にお
いて準用する場合を含む。）の家
賃、敷金若しくは金銭の徴収猶予の
申請の受理、その申請に係る事実に
ついての審査又はその申請に対する
応答に関する事務に準ずる事務

当該申請に係る入居者又はその同居者に係る次
に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　市町村民税情報

⑹　公営住宅法第２５条第１項の入
居の申込みの受理、その申込みに係
る事実についての審査又はその申込
みに対する応答に関する事務に準ず
る事務

当該申込をした者又はその者と同居しようとす
る者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　市町村民税情報

⑺　公営住宅法第２７条第５項若し
くは第6項の事業主体の承認の申請
の受理、その申請に係る事実につい
ての審査又はその申請に対する応答
に関する事務に準ずる事務

当該申込をした入居者、同居者又はその者と同
居しようとする者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　市町村民税情報

尼崎市コ
ミュニティ
住宅の設置
及び管理に
関する条例
（平成９年
尼崎市条例
第３１
号），尼崎
市再開発住
宅の設置及
び管理に関
する条例
（平成９年
尼崎市条例
第３２
号），尼崎
市従前居住
者用住宅の
設置及び管
理に関する
条例（平成
１０年尼崎
市条例第２
８号），尼
崎市特定公
共賃貸住宅
の設置及び
管理に関す
る条例（平
成７年尼崎
市条例第４
７号）及び
尼崎市立尼
崎稲葉荘住
宅の設置及
び管理に関
する条例
（平成２９
年尼崎市条
例第１９
号）

３０　市
長

⑻　公営住宅法第２９条第１項又は
第３２条第１項の明渡しの請求に関
する事務に準ずる事務に準ずる事務

当該請求に係る公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　市町村民税情報

⑼　公営住宅法第２９条第６項の家
賃の決定又は同条第７項の金銭の徴
収に関する事務に準ずる事務

当該決定又は金銭の徴収に係る公営住宅の入居
者又はその同居者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　市町村民税情報



⑾　公営住宅法第３０条第１項の
あっせん等に関する事務に準ずる事
務

当該公営住宅の入居者又はその同居者に係る市
町村民税情報

⑿　公営住宅法第３４条の収入状況
の報告の請求等に関する事務に準ず
る事務

当該請求に係る公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　市町村民税情報

⒀　公営住宅法第４８条の条例で定
める事項に関する事務に準ずる事務

市町村当該事項に係る公営住宅の入居者又はそ
の同居者に係る次に掲げる
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　市町村民税情報

尼崎市コ
ミュニティ
住宅の設置
及び管理に
関する条例
（平成９年
尼崎市条例
第３１
号），尼崎
市再開発住
宅の設置及
び管理に関
する条例
（平成９年
尼崎市条例
第３２
号），尼崎
市従前居住
者用住宅の
設置及び管
理に関する
条例（平成
１０年尼崎
市条例第２
８号），尼
崎市特定公
共賃貸住宅
の設置及び
管理に関す
る条例（平
成７年尼崎
市条例第４
７号）及び
尼崎市立尼
崎稲葉荘住
宅の設置及
び管理に関
する条例
（平成２９
年尼崎市条
例第１９
号）

３０　市
長

⑽　公営住宅法第２９条第８項の期
限の延長の申出の受理、その申出に
係る事実についての審査又はその申
出に対する応答に関する事務に準ず
る事務

当該申出をした公営住宅の入居者又はその同居
者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　生活保護実施関係情報
オ　外国人生活保護実施関係情報
カ　市町村民税情報

⑴　福祉医療費助成条例第５条の規
定による受給資格（福祉医療費助成
条例第４条に規定する受給資格をい
う。）の認定に関する事務

医療費助成を受けようとする者又は当該者と同
一の世帯に属する者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　生活保護実施関係情報
エ　外国人生活保護実施関係情報
オ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
カ　児童扶養手当給付情報
キ　国民健康保険給付情報
ク　後期高齢者医療給付情報
ケ　市町村民税情報

⑵　福祉医療費助成条例第８条の規
定による届出に関する事務

医療費助成を受けようとする者又は当該者と同
一の世帯に属する者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　生活保護実施関係情報
エ　外国人生活保護実施関係情報
オ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
カ　児童扶養手当給付情報
キ　国民健康保険給付情報
ク　後期高齢者医療給付情報
ケ　市町村民税情報

尼崎市福祉
医療費の助
成に関する
条例（平成
１７年尼崎
市条例第２
７号。以下
この項にお
いて「福祉
医療費助成
条例」とい
う。）

３１　市
長



⑶　福祉医療費助成条例の規定によ
る医療費の助成の額の算定に関する
事務

療養の給付等（福祉医療費助成条例第２条第９
号に規定する療養の給付等をいう。）を受けた
者又は当該者と同一の世帯に属する者に係る次
に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　生活保護実施関係情報
エ　外国人生活保護実施関係情報
オ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
カ　児童扶養手当給付情報
キ　国民健康保険給付情報
ク　後期高齢者医療給付情報
ケ　市町村民税情報

尼崎市福祉
医療費の助
成に関する
条例（平成
１７年尼崎
市条例第２
７号。以下
この項にお
いて「福祉
医療費助成
条例」とい
う。）

３１　市
長

尼崎市在宅高齢者等あんしん通報シ
ステム事業実施要綱に基づく尼崎市
在宅高齢者あんしん通報システム事
業（以下この項において「当該事
業」という。）の利用者の決定に関
する事務

当該決定に係る者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　療育手帳情報

当該事業の利用者に係る利用者負担
額の算定に関する事務

当該利用者又は当該利用者と同一の世帯に属す
る者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　市町村民税情報

尼崎市在宅
高齢者等あ
んしん通報
システム事
業実施要綱

３２　市
長

尼崎市高齢者日常生活用具給付事業
要綱に基づく尼崎市高齢者日常生活
用具給付事業（以下この項において
「当該事業」という。）の利用者の
決定に関する事務

当該決定に係る者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　療育手帳情報

当該事業の利用者に係る利用者負担
額の算定に関する事務

当該利用者又は当該利用者と同一の世帯に属す
る者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　市町村民税情報

尼崎市高齢
者日常生活
用具給付事
業要綱

３３　市
長

尼崎市住宅改造費助成事業実施要綱
に基づく尼崎市住宅改造費助成事業
（以下この項において「当該事業」
という。の利用者の決定に関する事
務

当該事業の利用者に係る利用者負担
額の算定に関する事務

当該利用者又は当該利用者と同一の世帯に属す
る者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　市町村民税情報

当該利用者又は当該利用者と同一の世帯に属す
る者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　療育手帳情報

尼崎市住宅
改造費助成
事業実施要
綱

３４　市
長



３６　市
長

身体障害者
手帳交付に
伴う診断料
特例給付事
業実施要綱

３７　市
長

尼崎市重度
心身障害者
(児)介護手
当支給要綱

３８　市
長

尼崎市軽・
中度難聴児
補聴器購入
費等助成事
業実施要綱

兵庫県心身障害者扶養共済制度条例
施行規則（昭和４５年兵庫県規則第
１７号。以下この項において「県規
則」という。）第３条第１項の規定
により兵庫県知事に提出される書類
に記載された事項に係る事実の確認
に関する事務

県条例第５条第１項の規定により加入の申込み
を行う者が扶養する心身障害者（県条例第２条
第１項に規定する心身障害者をいう。）に係る
次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報

尼崎市重度心身障害者(児)介護手当
支給要綱に基づく尼崎市重度心身障
害者(児)介護手当支給事業の利用者
の決定に関する事務

当該決定に係る者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る次に掲げる情報
ア　身体障害者手帳情報
イ　精神障害者保健福祉手帳情報
ウ　療育手帳情報
エ　介護保険給付情報
オ　市町村民税情報

身体障害者手帳交付に伴う診断料特
例給付事業実施要綱に基づく尼崎市
身体障害者手帳交付診断料特例給付
事業の利用者の決定に関する事務

当該決定に係る者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　市町村民税情報

尼崎市社会福祉法人等利用者負担軽
減実施要綱に基づく尼崎市社会福祉
法人等利用者負担額軽減事業（以下
この項において「当該事業」とい
う。）の利用者の決定に関する事務

当該利用者又は当該利用者と同一の世帯に属す
る者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　市町村民税情報

当該事業の利用者に係る利用者負担
額の算定に関する事務

当該利用者又は当該利用者と同一の世帯に属す
る者に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　市町村民税情報

尼崎市社会
福祉法人等
利用者負担
軽減実施要
綱

３５　市
長

県規則第５条第２項の規定により兵
庫県知事に提出される書類に記載さ
れた事項に係る事実の確認に関する
事務

県条例第７条の規定による掛金の免除を受けよ
うとする者又は当該者と同一の世帯に属する者
に係る次に掲げる情報
ア　生活保護実施関係情報
イ　外国人生活保護実施関係情報
ウ　中国残留邦人等支援給付実施関係情報
エ　県民税に関する情報

兵庫県心身
障害者扶養
共済制度条
例（昭和４
５年兵庫県
条例第１８
号。以下こ
の項におい
て「県条
例」とい
う。）

３９　市
長

尼崎市軽・中度難聴児補聴器購入費
等助成事業実施要綱に基づく尼崎市
軽・中度難聴児補聴器購入費等助成
事業の利用者の決定に関する事務

当該決定に係る者又は当該者と同一の世帯に属
する者に係る身体障害者手帳情報



８　障害児　児童福祉法第４条第２項に規定する障害児をいう。

備考　この表において、次の各項に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各項に定めるとおりとする。

１　小児慢性特定疾病児童等　児童福祉法第６条の２第２項の小児慢性特定疾病児童等をいう。

２　医療費支給認定基準世帯員　児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第２２条第１項第２号イの
医療費支給認定基準世帯員をいう。

９　療育手帳情報　療育手帳（児童福祉法第１２条第１項に規定する児童相談所又は知的障害者福祉法第９
条第６項に規定する知的障害者更生相談所において知的障害があると判定された者に対して支給される手帳
で、その者の障害の程度その他の事項の記載があるものをいう。）に関する情報をいう。

１２　自立支援給付関係情報　障害者総合支援法第６条に規定する自立支援給付の支給に関する情報をい
う。

３　医療保険各法　健康保険法（大正１１年法律第７０号）、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、私
立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）、国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８
号）、国民健康保険法又は地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律１５２号）をいう。

４　生活保護関係情報　生活保護法による保護の実施若しくは就労自立給付金若しくは進学・就職準備給付
金の支給に関する情報をいう。

５　外国人生活保護実施関係情報　生活保護法の規定の例により生活に困窮する外国人に対して行う保護の
実施、保護の開始若しくは変更又は保護の停止若しくは廃止に関する情報をいう。

６　中国残留邦人等支援給付関係情報　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦
人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付の支給に関する情
報をいう。

７　市町村民税情報　地方税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含み、個人に係る
ものに限る。）に関する情報をいう。

１０　身体障害者手帳情報　身体障害者福祉法第１５条第４項の規定による身体障害者手帳の交付及びその
障害の程度に関する情報をいう。

１１　精神障害者保健福祉手帳情報　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３
号)第４５条第２項の規定による精神障害者保健福祉手帳の交付及びその障害の程度に関する情報をいう。

１３　指定難病要支援者証明情報　難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）法
律第２８条第２項の指定難病要支援者に対する証明に関する情報をいう。

１４　療育手帳情報　知的障害者の福祉の増進に資するために都道府県知事、地方自治法（昭和２２年法律
第６７号）第２５２条の１９第１項に規定する指定都市の長又は同法第２５２条の２２第１項に規定する中
核市の長が交付する手帳の交付及びその障害の程度に関する情報をいう。



１７　国民健康保険料情報　国民健康保険法第７６条第１項の規定による保険料の徴収に関する情報をい
う。

３０　特別障害給付金関係情報　特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律（平成１６年法律
第百１６６号）による特別障害給付金の支給に関する情報をいう。

１５　出産育児一時金支給情報　国民健康保険法第５８条第１項の出産育児一時金の支給に関する情報をい
う。

１６　固定資産税等情報　地方税法の規定による固定資産税及び都市計画税に関する情報をいう。

２８　特別障害者手当支給情報　特別児童扶養手当法第２６条の２の規定による特別障害者手当の支給に関
する情報をいう。

２９　福祉手当支給情報　昭和６０年法律第３４号附則第９７条第１項の規定による福祉手当の支給に関す
る情報をいう。

２３　児童扶養手当支給情報　児童扶養手当法第4条第1項の規定による児童扶養手当の支給に関する情報を
いう。

２４　介護保険給付情報　介護保険法第１８条第１号に規定する介護給付、同条第２号に規定する予防給
付、同条第３号に規定する市町村特別給付又は同法第１１５条の４５の３第２項に規定する第１号事業支給
費の支給に関する情報をいう。

２５　医療保険給付関係情報　医療保険各法又は高齢者医療確保法による医療に関する給付の支給又は保険
料の徴収に関する情報をいう。

２６　保育料階層情報　尼崎市子ども・子育て支援法に基づく利用者負担額等に関する規則（平成２７年尼
崎市規則第３３号）別表左欄に掲げる教育・保育給付認定保護者の階層に関する情報をいう。

２７　障害児福祉手当支給情報　特別児童扶養手当法第１７条の規定による障害児福祉手当の支給に関する
情報をいう。

２２　特別児童扶養手当支給情報　特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第３４号）第
３条第１項の規定による特別児童扶養手当の支給に関する情報に関する情報をいう。

１８　高齢者医療保険料情報　高齢者医療確保法第１０４条第１項の規定による保険料の徴収に関する情報
をいう。

１９　介護保険料情報　介護保険法第１２９条第１項の規定による保険料の徴収に関する情報をいう。

２０　住宅改修費支給実績情報　介護保険法第４５条第１項の規定による居宅介護住宅改修費の支給実績及
び尼崎市住宅改造費助成事業実施要綱に基づく尼崎市住宅改造費助成事業の住宅改修費支給実績に関する情
報をいう。

２１　住宅改修費支給額情報　介護保険法第４５条第１項の規定による居宅介護住宅改修費の支給額及び尼
崎市住宅改造費助成事業実施要綱に基づく尼崎市住宅改造費助成事業の住宅改修費支給額に関する情報をい
う。



３１　後期高齢者医療給付情報　高齢者医療確保法の規定による保険給付の支給に関する情報をいう。


